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１．はじめに

適応とは、端的には気候変動による悪影
響をできるだけ軽減するための対応である
が、「気候変動による悪影響」という前提
がない場合でも、生活環境の衛生の確保は
不可欠である。現在の新型コロナウイルス
感染症の世界的流行では、各国の公衆衛生
に関する対応が耳目を集めているが、もし、
こうした感染症が気候変動と関連するので
あれば、気候変動における適応の重要性が
さらに意識されることであろう。
「地方公共団体における廃棄物・リサイ

クル分野の気候変動適応策ガイドライン」
（以下、適応GL）では、廃棄物・リサイク
ル分野における影響を把握し、その適応策
の策定を促している。このなかでは、処理
施設の強靭化や作業従事者の健康確保のた
めのステップを示している。円滑な廃棄物
の処理自体が生活環境の保全に関わるもの
で、これを停止することはできない。廃棄
物の適正処理を自然災害発生時や感染症流
行時でも継続するための方策が必要である
が、この稿では衛生動物とそれに由来する
感染症を中心に、廃棄物・リサイクル分野
との関連が見出される部分をクローズアッ
プする。

２． 気候変動による衛生動物や
媒介性感染症への影響

春になると、ツバメの初飛来や桜の開花
が、その時の気候と絡めてニュースになる。
我々は、生物の活動が気候の影響によって
変化することを当たり前のように納得して
しまうが、そこには気候以外の要因も間接
的・直接的に関与しているため、気候変動
による影響を証明することは簡単ではない。
生態学でも、発育ゼロ点（死亡しないが発
育もしない温度）や有効積算温度（実際の
環境温度から発育ゼロ点を差し引いた値の
累積値）など、温度だけを取り出して特定
の生物種の発育速度や発生予察に用いる手
法があるが、その場合、栄養や天敵などの
影響を一定にして想定するのが一般的であ
る。気候の影響を受けた生物種による人へ
の健康影響を考える場合には、人の密度、
衛生状態、文化・習慣など様々な要因を考
慮しなければならず、予測はさらに難しい。
しかしながら、世界各地で危機的な観測結
果や大規模な自然災害が発生するようにな
り、少しでも先回りしてリスクを評価し、
その対応を打つことが提起されている。

米国疾病予防管理センター（CDC）では、
気候変動によって人への健康影響の可能性
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がある項目のなかに、アレルゲン、媒介性
感染症、食品および水媒介性感染症などの
生物に起因する例を示している。例えばア
レルゲンについては、温暖化に伴う降霜日
数の減少や、開花期間の長期化に伴って、
アレルゲン性を有する花粉の増加や、飛散
期間が長期化し、人の感作・発症リスクが
増大することを示している。媒介性感染症
に関しては、現在は米国本土で発生してい
ないチクングニア熱、シャーガス病、リフ
トバレー熱の脅威があるとしている１）。世
界保健機関（WHO）も同様に、気候変動
に伴って様々な環境の変化が生じた場合
の、感染症やその媒介生物（ベクター）の
発生量の増減の可能性を示している（表
１）２）。CDCやWHOが指摘している感染
症のいくつかは、蚊、マダニ、サシチョウ
バエ、サシガメ、ネズミなどによって媒介
されるもので、気候変動によってベクター

の分布が変化し、人との接触機会が多くな
る可能性が指摘されている。

一方、日本では、蚊媒介性感染症の国内
発生や流行のリスクが指摘されている。そ
の代表的なものが、ヒトスジシマカの分布
の北上とそれに伴う蚊媒介性感染症の国内
発生である。2014年に代々木公園を中心に、
約70年ぶりの国内流行となったデング熱
は、2019年の国内報告数が450例を超え
た３）。デング熱の日本でのベクターがヒト
スジシマカであり、国立感染症研究所が実
施している調査では、その北限が本州北端
まで到達していることが示されている（図
１）４）。分布が広がるということは、蚊に
刺される機会が増えるだけではなく、蚊媒
介性感染症のリスクが増えることも意味す
る。現在、デング熱の国内報告数の大半は
輸入症例で、国内に生息するヒトスジシマ
カがデング熱ウイルスを保有する割合は限

表１　環境の変化と人の健康への影響の例（WHO）
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りなくゼロに近いと考えられている。しか
し、2019年には関西地方への修学旅行生
が、旅行先でウイルス保有蚊に刺されて感
染したとみられる事例も発生している。な
ぜそこにウイルス保有蚊がいたのかは明ら
かになっていないが、輸入症例の増加と相
まって、ウイルスを保有する人からヒトス
ジシマカが吸血する機会が増加する可能性
は高くなるであろう。なお、ヒトスジシマ
カは年平均気温が11℃以上で定着できると
考えられている５）が、温度条件が満たさ
れたからといって、成虫になって何kmも
飛んで分布を拡大するわけではない。ヒト
スジシマカに産卵された古タイヤや器物な
どが、人によって移動され、新天地で越冬
が可能であれば、その土地に定着していく
もので、人為的な影響も大きい。

また、ダニ媒介感染症としてはマダニ類
によって媒介される日本紅斑熱や重症熱性
血小板減少症候群（SFTS）や、ツツガム
シ類がベクターとなるつつが虫病が注目さ
れる。マダニもツツガムシも、その生息に
は本来の宿主（ツツガムシは幼虫期のみ寄
生）である野生動物の生息が必要条件で、

都市部ではヒトスジシマカほどリスクは高
くないと考えられる。しかし、日本紅斑熱、
SFTS、つつが虫病の報告数は、いずれも
季節性があり、特に前２者は夏季に増加し、
西日本・南日本での発生が多い傾向にある

（図２）。マダニ類は積雪上では活動できな
いものの、温暖な地域では冬季でも多数の
個体が捕獲される（図３）６）。マダニ媒介
性感染症の病原体は、野生動物→マダニ→
人のステップで伝播するのが基本で、冬季
に感染例が少なくなるのには色々な要因が
考えられるが、気候条件によって動物の分
布、マダニの活動性、ひいては感染症発症
にどのように影響するのかは調査が待たれ
る７）。

媒介害虫以外で、気候変動の影響を受け
る可能性のある衛生害虫としては、ゴケグ
モ類やヒアリ類がある。これらの生息には
降雨・乾燥の要因もあるが、温度について
は、セアカゴケグモもヒアリも０℃程度の
気温では死滅しないことが示唆されてい
る８～10）。在来の有毒の害虫であるスズメバ
チ類やドクガ類などに対する注意も必要で
あるが、ゴケグモ類やヒアリ類は被害状況

図１　 東北地方におけるヒトスジシマカの
北限の推移（2018年）４）

図２　 重症熱性血小板減少症候群（SFTS）症例の
推定感染地域（ｎ＝498；2020.1.29．現在）

　　　  ［文献７より改変］
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が不明な部分も多く、今後、分布が拡大す
る懸念があり、注視する必要がある。

３．感染症発生とBCP

いま、多くの企業が災害時等の事業継続
計画（BCP）の策定に取り組んでいる。そ
のなかには、感染症に対するBCPもある。
今般のコロナ禍でも大きな問題となってい
るが、感染症がパンデミックのフェイズに
入った場合には、様々な事業活動が停止す
る可能性が出てくる。こうした事態では、
まずは事業継続よりも感染の抑止が優先さ
れるべきであるが、ライフラインに関わる
社会機能維持者は、業務を継続していかな
ければならない点で、そのBCPは社会的に
も重要なものである。適応GLでは各所に
自然災害発生時の対応に関する事例が掲載
されているが、気候変動との関連が明らか
にされていないものが多いものの、感染症
に対するBCPも念頭に置いておくことは必
要であろう。もちろん、感染経路によって
対応が異なる部分もあるので、まずは対応
が共通する骨格になる部分と、現場対応等
で調整を要する部分を切り分けて考えるこ

とも必要であろう。
厚生労働省では平成19年に『水道事業者

等における新型インフルエンザ対策ガイド
ライン』を策定（平成21年に改訂）し、安
定的に水を供給していくための指針を示し
ている11）。このガイドラインでは、表２の
とおり、新型インフルエンザの発生段階別
の具体的対応が整理されている。

また、環境省においても平成21年に『廃
棄物処理における新型インフルエンザ対策
ガイドライン』が策定され、処理事業者等
が国民の最低限の生活を維持するために不
可欠なサービスを着実に継続するために取
るべき措置を示している12）。環境省の策定
したガイドラインにもBCP策定の参考とな
る事項が示されており、例えば、従業員の
４割が数週間にわたって欠勤するケースな
どを想定し、重要業務を検討することも例
示している（表３）。

気候変動に対する適応には、自然災害に
備えた施設・設備などの整備や強靭化など
のハード面と、設備の運営、人や物資の確
保や配置などのソフト面の２つの側面があ
る。感染症の種類によって感染経路は異な
るが、感染症の流行はハード面への被害よ

図３　定点旗ふり法によるマダニ捕獲数の推移（神奈川県小田原市）６）
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りも、作業従事者への影響によ
る人員不足とそれに伴う作業の
遅延といった影響が大きく、感
染症に対するBCPは適応におけ
るソフト面での対策と類似した
部分がある。また、こうしたマ
ニュアルを準備しておくだけ
で、災害時等の避難所でうまく
運用できなかったという事例も
散見されることから、平常時に
被害を想定した訓練をしておく
ことが望まれる。

気候変動と感染症の関係も実証すること
は難しいが、こうした感染症対策としての
取り組みが適応策に位置付けられる可能性
がある。なお、当センターにおいても清掃
工場等のBCPや、そうした場所を活用した
避難所運営に関するコンサルティング業務
を請負っているのでご相談頂きたい。

４． 廃棄物・リサイクル分野で想定さ
れる衛生動物による影響と適応策

気候変動と感染症・衛生動物の関連性は
実証しにくいと前述したが、廃棄物・リサ
イクル分野での影響についても、いくつか
の仮定や過程を経て想定していくことにな

表３　廃棄物処理事業における重要業務例12）

表２　新型インフルエンザの発生段階別の対応（概要）11）
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る。適応GLの第3部資料編では、「ごみの
排出」、「収集・運搬」「中間処理」「最終処
分」「自然災害」の工程ごとに具体的な影
響と適応策の例が示されている（図４）。

例えば気温の上昇は、屋外におけるハエ、
ゴキブリ、ネズミの活動の長期化や分布の
拡大を助長し、有機物への誘引を招いたり、
増殖が速まるリスクが生じる。このため、
排出～収集・運搬時の対策としては、ごみ
滞留時間の短縮化、蓋つき回収ボックスの
利用、車両や中間処理施設では、清掃や殺
虫・殺そ対策の実施などが考えられる。ま
た、特定外来生物であるゴケグモ類やヒア
リ類は基本的には駆除されているが、一部
の地域で定着しつつある。ゴケグモ類は廃
棄物とはあまり関係がないように見える
が、道路脇のグレーチングやコンクリート
ブロックの隙間などに営巣し、ごみステー
ションなどに営巣する可能性もある。ヒア
リ類は現在、港湾地区やそこから運搬され
るコンテナなどに潜伏して発見される事例
が多く、そこから拡散して収集運搬時など

に刺される可能性がある。こうした有害な
害虫類については、できるだけ新しい分布
情報を作業従事者の間で共有しておくこ
と、可能であれば殺虫エアゾール等を携行
して対応することも有効であろう。

近年、トコジラミは様々な施設で問題に
なっているが、その対策でトコジラミに汚
染されたベッド、家具、書籍などが適切に
廃棄されずに、中古リサイクルなどに持ち
込まれたりすると、分散する恐れがある。
トコジラミはもともと飢餓や環境変化に強
く、廃棄物として野外に放置されていても
生きながらえる可能性がある。これも気候
変動との関連はいくつかの過程のうえでの
想定であるが、米国ニューヨーク州では、
トコジラミに汚染された家具等の廃棄手順
についてガイドラインを示している13）。

また、シカやイノシシは衛生動物ではな
いが、気候変動によって増えてきたという
見方がある14）。人への影響としては農作物
への被害、養豚業への豚コレラ感染被害の
他、人や車両との事故、さらには体外に寄

図４　 廃棄物処理を取り巻く気候変動による衛生害虫・感染症の影響
（囲み文字は気候変動が一要因となりうる影響）
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生するマダニやヤマビル等の拡散を助長す
ることなどが挙げられる。廃棄物・リサイ
クル分野における影響としては、駆除や
ロードキル（自動車との衝突死や轢死）等
があった場合には、死体の運搬やその後の
対応が必要となる。持ち込まれる動物が増
加すれば、その一時保管や専用の処分施設
などが必要となる可能性もある。また野生
動物の体表には多数のダニ類やシラミ類が
寄生・徘徊していることも珍しくなく、落
下したマダニ類（写真１）が収集運搬や解
体作業時に作業従事者に咬着し、最悪の場
合、病原体を伝播される恐れもある。根本
的には、野生動物の密度管理が必要である
が、適応策となりうる具体的な方法が2019
年に『有害鳥獣の捕獲後の適正処理に関す
るガイドブック』15）にあるので、参考にさ
れたい。

こうした平常時に想定される衛生動物に
対する適応策の実施例はまだ少ないものと
みられるが、このところ毎年のように発生
する大規模災害では、衛生害虫対応が求め
られることが多くなっている。水害等によ
り農作物・畜産飼料、藁床畳、動物死骸、
水の混ざった汚水だまりなどの有機物が大
量に発生することがあるが、発災直後の災
害廃棄物は無機物と有機物が混ざり合って
分別は困難である。災害廃棄物の発生から
衛生害虫発生までは、ある程度の猶予があ
るものの、春から秋にかけては、まず、処
理が遅れた有機腐敗物にハエ類が産卵に
やってくる。その発生は、餌となる有機物
が存在する限り継続する。

2011年の東日本大震災の際には、水産加
工場や沿岸の飼料工場から海産物や穀類な
どが街中に流出し、広範囲でのハエ類の大
発生が問題となった。筆者らの石巻市での
調査ではこのハエ類の大発生は７月下旬ま
で続いた16）。2019年の台風19号被災地でも
ゴミ袋内のわずかな腐敗物からクロバエが
発生し、袋が破れて成虫が周囲に飛来する

状況が観察されている。これらのハエ類は
避難所に住民が避難している状況では、ト
イレや廃棄物仮置場等を往来するので，消
化器系感染症の機械的伝搬者となりうる。
また湿気のある有機物や汚水が溜まってし
まった状況では、フンコバエ、ノミバエ、
チョウバエ等が発生する。災害廃棄物処理
が２カ月以上に長期化する場合には、雨水
のたまった廃棄物から蚊類が発生する可能
性もある。

災害時の衛生害虫対応としては、できる
だけ早く有機腐敗物を撤去するということ
に尽きるが、適応策としては衛生害虫対策
が迅速に実施できるよう、自治体とペスト
コントロール業界の間で災害時対応の業務
提携しておくことや、災害廃棄物仮置き場
での害虫のモニタリングの実施（写真２）
などが考えられる。

写真２　 災害廃棄物仮置場での粘着トラップ
による害虫モニタリング

写真１　飽血落下したフタトゲチマダニの産卵
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５．最後に

WHOは世界の熱帯～亜熱帯地域で流行
する「顧みられない熱帯病」として、18の
疾患を指定している。熱帯病というと気候
変動と関連があり、温暖化が進行すれば、
日本でも流行する可能性があるのではと考
えてしまうだろう。指定されている疾患の
なかには、デング熱やシャーガス病など、
温帯地域での発生が危惧されている感染症
もあるが、これらの流行の要因としては、
気候変動以外に、貧困による劣悪な衛生環
境、戦争による難民の発生や人の移動、不
十分な医療体制などの要因もあり、どれが
主要因なのか特定しにくい。

要因を整理して対策を講じていくことは
適応GLにも示され、大切なことである。
ただし、感染症や衛生動物に関しては、人
や物の移動がグローバル化している現状で
は、気候変動の影響だけを想定して対応し
ていくだけでは不十分な場合もあり、多面
的、総合的に対処していくことが望まれる。
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